
様式第２
補　助　事　業　計　画　書
	申請企業名
	

	代表者の職名・氏名
	

	本社所在地
	

	事業の実施場所
	※補助事業の実施場所が本社所在地と異なる場合、主たる実施場所を記載すること。２か所以上に分かれるときは、各々記載し、主たる実施場所を明らかにすること。

	資本金（出資金）
	千円
	従業員数
	人

	連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	主要設備
	※主要設備について、名称、数、用途を記載すること。

	主たる業種
	※日本産業分類「中分類」から選択し、記載すること。

	主な生産品目
	※主な生産品目と年間生産額を記載すること。

	会社略歴
	※申請企業の沿革を記載すること（別紙添付でも可）。

	事業責任者
	※事業責任者の所属、職名、氏名を記入すること。

	事業担当者
	※事業担当者の所属、職名、氏名を記入すること。

	事業担当者の連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（E-mail）

	事業名
	※事業内容を表現するような適切な名称を記入すること。

	事業で扱う設備等
	※事業で購入する設備等を記入すること

	対象とする
特定重要物資
	事業の対象となる特定重要物資(※)を記入すること。

※経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律施行令（令和４年政令第394号）第１条で定める物資

	事業計画の概要
	※特定重要物資に関連する部品の効率的な生産、生産技術の高度化又は生産に必要な原材料の再利用等に資する生産設備導入等の取組の概要について簡潔かつ明瞭に記載すること

	事業の効果
	※特定重要物資に関連する部品の効率的な生産や生産技術の高度化、生産に必要な原材料の再利用等に資する生産設備の導入等の事業実施により期待される効果を記載すること

	事業費
	  総額　　　　　　　　　　　　円　〔補助金交付申請額　　　　　　　　　　円〕


　


